
その他※

2,787千ｔ

▲750
（▲32％）

▲1,447
（▲60％）

▲1,638
（▲41％）

▲1,625
（▲57％）

脱炭素に向けた今後のシナリオ ※再エネ導入・森林吸収分を除く。

・住宅への再エネ設備導入
・ZEHの普及
・家電等の省エネ機器普及
・エネルギー消費量の少ない
ライフスタイルへの転換

2013年度（基準年）
計14,445千トン

家庭部門
2,847千ｔ

産業部門
4,026千ｔ

業務部門
2,418千ｔ

運輸部門
2,368千ｔ

その他※

2,787千ｔ

2,325

2,098

2,215

3,163

2019年度
計13,189千トン

1,222

2,387

971

1,618

2,514

2030年度
計8,712千トン

3,389
・CO2排出量の把握
・省エネ診断の積極活用
・脱炭素経営カルテの公表
・省エネ設備導入
（補助や低利融資の活用）

・建築物のZEB化
・脱炭素化経営企業等認定の
積極活用

・EV・PHVへの更新
・充電設備等の整備
・公共交通機関や自転車の利用

・廃棄物の削減（分別・3R）
・食品ロス削減の徹底

（▲18％）

（▲16％）

（▲13％）

（▲7％）

（+13％） ▲273
（▲10％）

▲40％
（再エネ導入・森林吸収を含めれば▲57％）





脱炭素社会の実現に向けたアクションのイメージ（事業者編）
➢エネルギーの有効利用や環境負荷のより少ない事業活動のためには、下図のようなステップが考えられる。
➢県としては、各段階において、課題解決に向けた補助や融資、認定制度の有効活用を促していきたい。
➢県民会議としては、事業者の脱炭素に向けて、CO2排出量の把握は全ての事業者にとって標準装備となると考えてお
り、これを前提とした補助・認定制度の情報共有や、率先した取組の実践を目指す。

（注）中小企業等のカーボンニュートラル支援策（経産省・環境省）、中小規模事業者のための脱炭素経営ハンドブック（環境省）を基に事務局作成
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← 脱炭素化経営等認定制度・脱炭素経営カルテが活用可能 →

認定奨励
ﾒﾘｯﾄの共有

制度の共有先行事例
共有

手段
（例）

岩手県環境の保全及び創造に関する条例
第５条 事業者は、物の製造、加工又は販売その他の事業活動を行うに当たって、資源の循環的な利用、エネルギーの有効利用等による環境への負荷の少ない事業活動に自ら努めるものとする。



脱炭素社会の実現に向けたアクションのイメージ（家庭編）
➢環境負荷のより少ない生活のためには、下図のようなステップが考えられ、生活の質向上の観点が重要。
➢県としては、具体的なアクションや省エネ効果などの情報提供により、県民の実践を促していきたい。
➢県民会議としては、県からの情報提供への協力のほか、構成団体による顧客への情報提供などが期待される。

（注）事務局作成
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← 省 エ ネ 効 果 の 認 識 →

岩手県環境の保全及び創造に関する条例
第４条 県民は、その日常生活と環境とのかかわり合いを認識し、環境への負荷の少ない行動に自ら努めるものとする。



（出典）脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動資料（環境省）



（出典）脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動資料（環境省）



脱炭素経営カルテ提出事業者・脱炭素化経営企業等認定事業所数（業種別）
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公務
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・
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数

【業種】
カルテ提出 認定★ 認定★★ 認定★★★ 認定★★★★ 両者対象

➢排出抑制に取り組み、エコスタッフ常駐などがクリアできれば一つ★認定を取得できる。
➢経営カルテを提出している事業者（一定以上のエネルギー消費）には、脱炭素化経営企業等認定も取得していただきた

いところ（製造業、運輸・郵便業など）。四つ★認定の基準ともリンクしている。
➢県民会議としても制度のメリットを周知するなど、脱炭素に取り組む事業者の増加を目指すこととしたい。

（注）事務局作成



省エネ設備導入の効果（例）
➢令和３年度に県の省エネ設備補助を活用して設備更新をした事業者の、エネルギー使用量とCO2排出削減実績の一例
➢燃料費高騰による影響緩和にも一定の効果がみられる。
➢このような効果を情報発信し、脱炭素に向けた事業者の取組を促進したい。

（注）事務局作成
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省エネ住宅(ZEH)の都道府県別の着工割合
【新築戸建注文住宅（持家）】 【新築戸建建売住宅（分譲）】 【既存改修】

『ZEH』
（件）

Nearly ZEH
（件）

ZEH Oriented
（件）

ZEHシリーズ
の合計（件）

『ZEH』
（件）

Nearly ZEH
（件）

ZEH Oriented
（件）

ZEHシリーズ
の合計（件）

『ZEH』
（件）

Nearly ZEH
（件）

ZEH Oriented
（件）

ZEHシリーズ
の合計（件）

北海道 11,592 843 109 1,630 2,582 22.3% 北海道 3,223 16 17 237 270 8.4% 北海道 2 0 16 18
青森県 3,493 321 59 149 529 15.1% 青森県 666 7 5 11 23 3.5% 青森県 0 0 0 0
岩手県 3,550 529 195 3 727 20.5% 岩手県 624 21 4 0 25 4.0% 岩手県 0 0 0 0
宮城県 4,970 751 459 7 1,217 24.5% 宮城県 3,455 70 47 0 117 3.4% 宮城県 0 1 0 1
秋田県 2,607 199 56 159 414 15.9% 秋田県 444 1 1 16 18 4.1% 秋田県 0 0 0 0
山形県 2,863 269 144 226 639 22.3% 山形県 685 11 3 15 29 4.2% 山形県 1 0 0 1
福島県 5,242 861 363 38 1,262 24.1% 福島県 1,893 58 12 8 78 4.1% 福島県 0 1 0 1
茨城県 9,326 1,892 746 0 2,638 28.3% 茨城県 3,541 131 56 0 187 5.3% 茨城県 1 15 0 16
栃木県 6,201 1,336 477 0 1,813 29.2% 栃木県 2,366 50 38 0 88 3.7% 栃木県 0 1 0 1
群馬県 5,932 1,476 418 0 1,894 31.9% 群馬県 2,447 99 26 0 125 5.1% 群馬県 2 1 0 3
埼玉県 15,959 2,891 1,436 7 4,334 27.2% 埼玉県 14,481 77 69 0 146 1.0% 埼玉県 0 1 0 1
千葉県 13,503 2,597 1,188 10 3,795 28.1% 千葉県 11,018 64 89 0 153 1.4% 千葉県 0 2 0 2
東京都 15,762 1,480 1,306 242 3,028 19.2% 東京都 17,610 40 94 58 192 1.1% 東京都 1 4 0 5

神奈川県 14,777 2,391 1,207 60 3,658 24.8% 神奈川県 14,952 40 87 0 127 0.8% 神奈川県 0 6 0 6
新潟県 6,133 396 222 967 1,585 25.8% 新潟県 1,177 12 3 25 40 3.4% 新潟県 1 0 1 2
富山県 3,086 149 127 413 689 22.3% 富山県 532 4 2 4 10 1.9% 富山県 1 0 0 1
石川県 3,565 154 202 309 665 18.7% 石川県 731 7 7 5 19 2.6% 石川県 0 4 0 4
福井県 2,494 208 161 385 754 30.2% 福井県 454 8 15 16 39 8.6% 福井県 0 0 3 3
山梨県 2,935 618 206 0 824 28.1% 山梨県 540 68 7 0 75 13.9% 山梨県 0 0 0 0
長野県 7,200 1,278 665 39 1,982 27.5% 長野県 1,476 93 41 0 134 9.1% 長野県 0 0 0 0
岐阜県 6,028 1,244 334 18 1,596 26.5% 岐阜県 2,065 37 3 1 41 2.0% 岐阜県 0 0 0 0
静岡県 11,145 3,269 564 1 3,834 34.4% 静岡県 3,466 197 32 0 229 6.6% 静岡県 8 1 0 9
愛知県 19,060 4,663 1,915 12 6,590 34.6% 愛知県 12,529 144 147 2 293 2.3% 愛知県 1 0 0 1
三重県 5,213 1,312 433 0 1,745 33.5% 三重県 1,188 39 9 0 48 4.0% 三重県 0 0 0 0
滋賀県 4,496 967 270 26 1,263 28.1% 滋賀県 1,152 70 5 0 75 6.5% 滋賀県 0 2 0 2
京都府 4,548 726 322 7 1,055 23.2% 京都府 2,633 50 6 0 56 2.1% 京都府 0 2 0 2
大阪府 11,220 2,293 653 24 2,970 26.5% 大阪府 10,121 32 16 1 49 0.5% 大阪府 0 1 0 1
兵庫県 9,806 2,301 765 13 3,079 31.4% 兵庫県 5,527 203 51 0 254 4.6% 兵庫県 0 1 0 1
奈良県 2,830 726 239 1 966 34.1% 奈良県 1,405 12 9 0 21 1.5% 奈良県 2 0 0 2

和歌山県 2,822 554 97 0 651 23.1% 和歌山県 579 14 15 0 29 5.0% 和歌山県 0 0 0 0
鳥取県 1,649 192 101 12 305 18.5% 鳥取県 201 2 10 0 12 6.0% 鳥取県 0 0 0 0
島根県 1,542 181 64 2 247 16.0% 島根県 133 3 15 0 18 13.5% 島根県 0 0 0 0
岡山県 5,460 1,109 375 2 1,486 27.2% 岡山県 1,537 37 2 0 39 2.5% 岡山県 0 1 0 1
広島県 5,342 1,172 380 0 1,552 29.1% 広島県 3,195 77 23 0 100 3.1% 広島県 0 1 0 1
山口県 3,434 1,021 273 0 1,294 37.7% 山口県 940 26 8 0 34 3.6% 山口県 0 0 0 0
徳島県 1,926 472 95 0 567 29.4% 徳島県 301 12 1 0 13 4.3% 徳島県 1 0 0 1
香川県 2,956 607 118 0 725 24.5% 香川県 556 10 2 0 12 2.2% 香川県 0 0 0 0
愛媛県 3,631 696 101 1 798 22.0% 愛媛県 662 24 5 0 29 4.4% 愛媛県 0 0 0 0
高知県 1,520 235 49 0 284 18.7% 高知県 411 1 0 0 1 0.2% 高知県 0 0 0 0
福岡県 9,765 2,213 862 1 3,076 31.5% 福岡県 6,011 111 38 0 149 2.5% 福岡県 6 1 0 7
佐賀県 2,316 429 93 0 522 22.5% 佐賀県 835 39 7 0 46 5.5% 佐賀県 0 0 0 0
長崎県 2,807 624 67 0 691 24.6% 長崎県 439 45 2 0 47 10.7% 長崎県 1 0 0 1
熊本県 5,633 946 169 0 1,115 19.8% 熊本県 1,755 54 12 0 66 3.8% 熊本県 0 0 0 0
大分県 2,735 619 166 0 785 28.7% 大分県 811 53 8 0 61 7.5% 大分県 0 0 0 0
宮崎県 3,022 663 102 0 765 25.3% 宮崎県 846 80 2 0 82 9.7% 宮崎県 0 1 0 1

鹿児島県 4,617 997 86 0 1,083 23.5% 鹿児島県 1,205 44 1 0 45 3.7% 鹿児島県 0 0 0 0
沖縄県 2,422 59 23 0 82 3.4% 沖縄県 1,306 2 1 0 3 0.2% 沖縄県 0 1 0 1

※着工統計は国土交通省「【住宅】利用関係別　構造別　建て方別　都道府県別　戸数（令和３年度）」より引用

ZEHシリーズ
の割合（％）

都道府県
ZEHシリーズ
の割合（％）

着工統計※
（件）

都道府県 都道府県
着工統計※

（件）

R3年度 ZEHビルダー/プランナー実績報告 都道府県ごとのZEHシリーズ受託数 実績データ（一般社団法人環境共創イニシアチブHPより ）
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